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(57)【要約】
【課題】従来のプリプラ式射出装置よりも小型化され、
金型や金型取付盤への固定位置や固定形態の制約を減少
させ、且つ、強固に固定することができるプリプラ式射
出装置を提供する。
【解決手段】射出ユニット３０は、直動アクチュエータ
保持プレート３４と、連結ブロック２０の樹脂流路２１
に連通する貯留部３７ａが形成され、ノズル部３１が配
置される計量ブロック３７と、直動アクチュエータ保持
プレート３４と計量ブロック３７とを、所定距離離間さ
せた状態で連結させる連結部材３８と、を有し、可塑化
ユニット１０は、可塑化バレル１２と、可塑化スクリュ
１１の一端側が、中空軸に収納された状態で固定される
可塑化モータ１４と、を有し、可塑化モータスライド機
構４１により、可塑化ユニット１０と射出ユニット３０
とが、略平行に、射出ユニット３０の直動アクチュエー
タ３３側でも連結されるプリプラ式射出装置１によって
達成される。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　樹脂流路を有する連結ブロックにより、可塑化ユニットと射出ユニットとが、前記射出
ユニットのノズル部側で連結されたプリプラ式射出装置であって、
　前記射出ユニットは、
　直動アクチュエータと、
　前記直動アクチュエータの非駆動部が固定される直動アクチュエータ保持プレートと、
　一端が、前記直動アクチュエータの駆動部側にカップリングを介して連結され、他端に
交換可能なプランジャヘッドが配置されるプランジャロッドと、
　一端側から、前記プランジャヘッドが長手方向に摺動可能に収納されると共に、前記連
結ブロックの前記樹脂流路に連通する貯留部が形成され、他端側に、該貯留部に連通する
前記ノズル部が配置される計量ブロックと、
　前記直動アクチュエータ保持プレートと前記計量ブロックとを、所定距離離間させた状
態で連結させる連結部材と、を有し、
　前記可塑化ユニットは、
　可塑化スクリュが回転可能に長手方向に収納されると共に、一端側に材料供給口が形成
され、他端側が、前記連結ブロックの前記樹脂流路に連通される可塑化バレルと、
　前記可塑化スクリュの一端側が、中空軸に収納された状態で固定されると共に、可塑化
モータ保持プレートを介して、前記可塑化バレルと連結された可塑化モータと、
　を有し、
　前記可塑化モータ保持プレートを、前記射出ユニットの前記直動アクチュエータ保持プ
レートに対して、前記可塑化ユニットの長手方向にのみ摺動可能に連結させる可塑化モー
タスライド機構により、前記可塑化ユニットと前記射出ユニットとが、略平行に、前記射
出ユニットの前記直動アクチュエータ側でも連結されると共に、
　前記連結ブロックの前記樹脂流路と、前記射出ユニットの前記計量ブロックの前記貯留
部との間に、逆流防止弁を配置させたプリプラ式射出装置。
【請求項２】
　前記射出ユニットの前記直動アクチュエータが、
　前記直動アクチュエータ保持プレートに、ボールねじ機構のナット部が固定され、該ナ
ット部の近傍に少なくとも２箇所のガイド部が形成され、
　前記ガイド部に案内されて、長手方向に摺動可能なガイドロッドが、射出モータの前記
直動アクチュエータ保持プレートと対向する面に立設されると共に、前記射出モータの中
空軸に、前記ナット部と組み合わされる、前記ボールねじ機構のボールねじ軸の一端側が
固定され、
　前記プランジャロッドの一端が、前記ボールねじ軸の他端側に前記カップリングを介し
て連結されるように構成される、請求項１に記載のプリプラ式射出装置。
【請求項３】
　前記射出ユニットの前記ノズル部を、金型又は金型取付盤に配置された樹脂供給口に接
続させた状態で、前記ノズル部、前記計量ブロック、前記連結部材及び前記直動アクチュ
エータ保持プレートの少なくとも１つが、金型又は金型取付盤に、直接的に又は間接的に
固定される、請求項１又は請求項２に記載のプリプラ式射出装置。
【請求項４】
　ブッシュを介してタイバーの長手方向に摺動可能に支持されるタイバー固定部材を更に
有し、
　前記ノズル部、前記計量ブロック、前記連結部材及び前記直動アクチュエータ保持プレ
ートの少なくとも１つが、前記タイバー固定部材に、直接的に又は間接的に固定される、
請求項３に記載のプリプラ式射出装置。
【請求項５】
　前記計量ブロック、前記連結部材及び前記直動アクチュエータ保持プレートの少なくと
も１つを、１方向に摺動可能に保持させるスライドベースと、
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　駆動方向が前記１方向に一致するように配置される駆動手段と、
　を更に備え、
　前記スライドベースを金型又は金型取付盤に固定させて、
　前記射出ユニットの前記ノズル部を、金型又は金型取付盤に配置された樹脂供給口に、
任意に接続・離間させる、請求項１又は請求項２に記載のプリプラ式射出装置。
【請求項６】
　前記駆動手段の駆動部及び非駆動部の一方が前記スライドベースに固定される、請求項
５に記載のプリプラ式射出装置。
【請求項７】
　ブッシュを介してタイバーの長手方向に摺動可能に支持されるタイバー固定部材を更に
有し、
　前記スライドベースが、前記タイバー固定部材に、直接的に又は間接的に固定される、
請求項５又は請求項６に記載のプリプラ式射出装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、可塑化ユニットと射出ユニットとが、射出ユニットのノズル部側で連結され
たプリプラ式射出装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　複数色、あるいは、複数種類の樹脂材料を使用して、射出成形機で積層成形品を成形す
る場合、略同サイズの複数の射出装置を有する、積層成形品専用の多色多材射出成形機や
、１つの射出装置を有する汎用の射出成形機に、別の射出装置を後付けした射出成形機が
用いられる。前者の多色多材射出成形機の場合、１つの積層成形品に使用される複数色、
あるいは、複数種類の樹脂材料が略同じ射出充填量である場合に好適である。しかしなが
ら、複数色、あるいは、複数種類の樹脂材料が、主材料及び副材料の様に、それぞれの射
出充填量に明確な差異があり、主材料の射出充填量に対して、それ以外の副材料の射出充
填量が少ない場合、副材料を射出充填させる射出装置内で、副材料が主材料に対して長く
可塑化状態で保持されるため、副材料の品質の低下を招く。また、主材料が射出充填され
る金型キャビティに対して、副材料が射出充填される金型キャビティが複数個所に偏在す
る場合が多く、副材料用の金型キャビティへの樹脂流路（ホットランナ）が長くなり、金
型の構造が複雑になる。更に、射出充填量が少ない副材料用の樹脂流路長の増加は、樹脂
流路内での可塑化状態での保持時間増加による副材料の品質の低下を招く。
【０００３】
　そのため、主材料の射出充填量に対して、それ以外の副材料の射出充填量が少ない場合
には、後者の、別の射出装置を汎用の射出成形機に後付けした射出成形機が好適とされ、
特に、射出充填量が少ない副材料用に、小型の射出装置を金型等に直接固定させた射出成
形機が開示されている。
【０００４】
　特許文献１には、主材料用の第１射出機（射出装置）とは別に、金型に直接取付ける副
材料用の第２射出機を備え、その第２射出機が、軸方向に移動可能に金型に取付けられる
とともに、射出ノズルが金型のスプル（樹脂供給口）に密着するように弾性部材で金型へ
押圧させる射出成形装置（射出成形機）が開示されている。また、特許文献１には、第２
射出機の前部を収納できる大径孔を金型に設けて、この大径孔の底に樹脂供給口を設け、
第２射出機の前部をこの大径孔に進入させることにより、安全扉内に第２射出機の全てを
収める形態も開示されている。
【０００５】
　一方、特許文献２には、副材料用に、金型に一体的に取り付けられたプリプラ式の電動
射出装置を有し、第１のシリンダ（可塑化ユニット）と第２のシリンダ（射出ユニット）
を有する該プリプラ式の電動射出装置が、第２のシリンダ（射出ユニット）を、金型に対
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して移動可能に支持する取り付け機構を有する射出成形機が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００３－０５３７７０号公報
【特許文献２】特開２００７－０７５９９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　特許文献１においては、スプリングなどの弾性部材を用いて、第２射出機（射出装置）
の射出ノズルを金型の樹脂供給口へ押し付けるようにしたので、射出ノズルから樹脂が漏
れる虞がないことが効果をして挙げられている。しかしながら、第２射出機は、金型に弾
性部材を介して固定されているため、金型に強固に固定されている状態ではない。弾性部
材により射出ノズルを金型の樹脂供給口へ押し付ける様に構成された、関連部材の摺動部
には、関連部材間の摺動のためのクリアランスを有する。そして、第２射出機は、金型に
対して、このクリアランス分、弾性部材の弾性力の作用する方向以外にも、金型に対する
相対的な移動が許容される状態で固定されている。その結果、射出成形装置（射出成形機
）における型開閉動作、型締動作、あるいは、射出充填等により発生する振動によって、
第２射出機の金型への固定部位や弾性部材には、第２射出機の静的な負荷に加えて、動的
な負荷が繰り返し作用して、固定部位や弾性部材の破損が発生する虞がある。同時に、金
型の樹脂供給口に押し付けられている射出ノズルには、同樹脂供給口間における意図しな
い方向の相対的な摺動により、これら射出ノズルや金型の樹脂供給口の磨耗や破損が発生
する虞もある。
【０００８】
　また、特許文献１において、第２射出機は基本的に普通のスクリュー式射出機（射出装
置／同文献の明細書の段落〔００１４〕他参照）である。安全扉内に第２射出機の全てを
収めるために、第２射出機の前部を収納できる大径孔を金型に設けて、この大径孔の底に
樹脂供給口を設け、第２射出機の前部をこの大径孔に進入させる形態（同文献の特許請求
の範囲の請求項２他参照）が開示されていることからも、特許文献１においては、射出充
填量が少ない副材料用に、金型に直接固定する副材料用の第２射出機の小型化についての
考察・配慮はない。その一方で、より、振動が大きい可動金型への第２射出機の固定（同
文献の明細書の段落〔００２２〕参照）も示唆されているが、先に説明したような、第２
射出機の金型への取付部位や弾性部材に作用する静的な負荷や、繰り返し作用する動的な
負荷の影響は大きくならざるを得ない。
【０００９】
　更に、特許文献１の第２射出機は、開示されている構成上、射出ノズルを金型の樹脂供
給口に任意に押し付ける（接続させる）、あるいは、離間させる動作（ノズルタッチ動作
）が困難であり、副材料や金型側の制約により、第２射出機にノズルタッチ動作が必要な
成形に対応できないという問題がある。
【００１０】
　一方、特許文献２においては、第２のシリンダ（射出ユニット）を、金型に対して移動
可能に支持する取り付け機構を有している（同文献の特許請求の範囲の請求項２他参照）
ため、固定金型５０に一体的に取り付けられた副材料用の射出装置１０のノズルタッチ動
作が可能である。しかしながら、この取り付け機構も、射出装置１０が固定金型５０に弾
性部材（皿バネ２７）を介して固定される構成であるため、特許文献１の第２射出機（射
出装置）と同様に、射出装置１０の固定金型への固定部位（ハウジング２５）や弾性部材
（皿バネ２７）に、同射出装置１０の静的な負荷に加えて、動的な負荷が繰り返し作用す
るという問題がある。
【００１１】
　具体的には、特許文献２の射出装置１０の、取り付け機構の中核となるボールねじ軸２
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４の一端が、固定金型５０へ固定されたハウジング２５内に皿バネ２７を介して固定され
ている。皿バネ２７はボールねじ軸２４が軸方向に移動されることにより、同軸方向に圧
縮されて射出ノズル１４のノズルタッチ圧を発生させる。そのため、ボールねじ軸２４と
、皿バネ２７やハウジング２５との間には、ボールねじ軸２４の軸方向と略直交する方向
にも、関連部材間の摺動のためのクリアランスが存在し、ボールねじ軸２４の一端が固定
金型５０に強固に固定されている状態ではない。
【００１２】
　そして、ボールねじ軸２４の他端はナット３０と組み合わされており、ナット３０が射
出装置１０側（前側フランジ１６）に回転可能に固定されている。ノズルタッチ用モータ
３１によりナット３０を回転させると、射出装置１０をボールねじ軸２４に案内させて、
固定金型５０側に接近させることができる。しかしながら、この構成は、射出装置１０に
作用する静的・動的負荷を、ボールねじ軸２４及びナット３０間の回転及び軸方向の移動
支持（ボールねじ機構）と、ナット３０の回転支持（ベアリング）と、の、同軸上に配置
される２つの摺動部を介して支持させるものである。
【００１３】
　このように、特許文献２においては、射出装置の金型への固定部位や弾性部材だけでな
く、金型に対する射出装置の相対的な移動を支持する、同軸上に配置された複数の摺動部
（ボールねじ機構やベアリング）にも、スラスト荷重を含む、同射出装置の静的な負荷や
動的な負荷が繰り返し作用するという問題がある。複数の摺動部に作用するこれらの負荷
は、射出装置が、金型に弾性部材を介して固定される構成により増幅されることは容易に
想像できる。これに対して、特許文献２の射出装置は、プリプラ式の電動射出装置という
だけで、油圧配管が不要で非常にコンパクトである（同文献の明細書の段落〔００１５〕
他参照）と主張されているだけであって、従来のプリプラ式電動射出装置に対する小型化
についての考察・配慮はない。
【００１４】
　また、特許文献２においては、第２のシリンダ（射出ユニット）を挟んで対向する位置
に取り付け機構を配置させ、第２のシリンダを両持ち支持する形態（同文献の特許請求の
範囲の請求項４他参照）も記載されている。しかしながら、取り付け機構の金型側が強固
に固定されていない状況は同じであるため、射出装置の金型への固定部位や弾性部材に、
同射出装置の静的な負荷に加えて、動的な負荷が繰り返し作用するという問題の解決には
寄与しない。そればかりか、取り付け機構が第２のシリンダ（射出ユニット）を挟んで対
向する位置に配置されるという取り付け機構の配置上の制約や、金型への固定箇所の増加
により、第２のシリンダ（射出ユニット）の金型への固定位置や固定形態に制約が生じる
という問題がある。更に、射出装置１０の金型へのノズルタッチ動作が、第２のシリンダ
（射出ユニット）を挟んで対向する位置に配置された２つの取り付け機構により行われる
ため、それぞれの取り付け機構のノズルタッチ動作制御を正確に連動させなければ、第２
のシリンダ（射出ユニット）のノズル部が傾いた状態で金型のスプル（樹脂供給口）に押
圧され、先に説明した、同軸上に配置される２つの摺動部に、より大きな静的な負荷や動
的な負荷が繰り返し作用するという問題がある。
【００１５】
　本発明は、上記したような問題点に鑑みてなされたもので、具体的には、従来のプリプ
ラ式射出装置よりも小型化され、金型や金型取付盤への固定位置や固定形態の制約を減少
させ、且つ、強固に固定することができるプリプラ式射出装置を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　本発明の上記目的は、樹脂流路を有する連結ブロックにより、可塑化ユニットと射出ユ
ニットとが、前記射出ユニットのノズル部側で連結されたプリプラ式射出装置であって、
　前記射出ユニットは、
　直動アクチュエータと、
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　前記直動アクチュエータの非駆動部が固定される直動アクチュエータ保持プレートと、
　一端が、前記直動アクチュエータの駆動部側にカップリングを介して連結され、他端に
交換可能なプランジャヘッドが配置されるプランジャロッドと、
　一端側から、前記プランジャヘッドが長手方向に摺動可能に収納されると共に、前記連
結ブロックの前記樹脂流路に連通する貯留部が形成され、他端側に、該貯留部に連通する
前記ノズル部が配置される計量ブロックと、
　前記直動アクチュエータ保持プレートと前記計量ブロックとを、所定距離離間させた状
態で連結させる連結部材と、を有し、
　前記可塑化ユニットは、
　可塑化スクリュが回転可能に長手方向に収納されると共に、一端側に材料供給口が形成
され、他端側が、前記連結ブロックの前記樹脂流路に連通される可塑化バレルと、
　前記可塑化スクリュの一端側が、中空軸に収納された状態で固定されると共に、可塑化
モータ保持プレートを介して、前記可塑化バレルと連結された可塑化モータと、
　を有し、
　前記可塑化モータ保持プレートを、前記射出ユニットの前記直動アクチュエータ保持プ
レートに対して、前記可塑化ユニットの長手方向にのみ摺動可能に連結させる可塑化モー
タスライド機構により、前記可塑化ユニットと前記射出ユニットとが、略平行に、前記射
出ユニットの前記直動アクチュエータ側でも連結されると共に、
　前記連結ブロックの前記樹脂流路と、前記射出ユニットの前記計量ブロックの前記貯留
部との間に、逆流防止弁を配置させたプリプラ式射出装置によって達成される。
【００１７】
　また、本発明に係るプリプラ式射出装置の、前記射出ユニットの前記直動アクチュエー
タについては、
　前記直動アクチュエータ保持プレートに、ボールねじ機構のナット部が固定され、該ナ
ット部の近傍に少なくとも２箇所のガイド部が形成され、
　前記ガイド部に案内されて、長手方向に摺動可能なガイドロッドが、射出モータの前記
直動アクチュエータ保持プレートと対向する面に立設されると共に、前記射出モータの中
空軸に、前記ナット部と組み合わされる、前記ボールねじ機構のボールねじ軸の一端側が
固定され、
　前記プランジャロッドの一端が、前記ボールねじ軸の他端側に前記カップリングを介し
て連結されるように構成されても良い。
【００１８】
　ここで、本発明に係るプリプラ式射出装置は、前記射出ユニットの前記ノズル部を、金
型又は金型取付盤に配置された樹脂供給口に接続させた状態で、前記ノズル部、前記計量
ブロック、前記連結部材及び前記直動アクチュエータ保持プレートの少なくとも１つが、
金型又は金型取付盤に、直接的に又は間接的に固定されても良い。また、ブッシュを介し
てタイバーの長手方向に摺動可能に支持されるタイバー固定部材を更に有し、
　前記ノズル部、前記計量ブロック、前記連結部材及び前記直動アクチュエータ保持プレ
ートの少なくとも１つが、前記タイバー固定部材に、直接的に又は間接的に固定されても
良い。
【００１９】
　一方、本発明に係るプリプラ式射出装置は、前記計量ブロック、前記連結部材及び前記
直動アクチュエータ保持プレートの少なくとも１つを、１方向に摺動可能に保持させるス
ライドベースと、
　駆動方向が前記１方向に一致するように配置される駆動手段と、
　を更に備え、
　前記スライドベースを金型又は金型取付盤に固定させて、
　前記射出ユニットの前記ノズル部を、金型又は金型取付盤に配置された樹脂供給口に、
任意に接続・離間させても良い。この場合、前記駆動手段の駆動部及び非駆動部の一方が
前記スライドベースに固定されることが好ましい。また、ブッシュを介してタイバーの長
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手方向に摺動可能に支持されるタイバー固定部材を更に有し、
　前記スライドベースが、前記タイバー固定部材に、直接的に又は間接的に固定されても
良い。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明に係るプリプラ式射出装置は、樹脂流路を有する連結ブロックにより、可塑化ユ
ニットと射出ユニットとが、前記射出ユニットのノズル部側で連結されたプリプラ式射出
装置であって、
　前記射出ユニットは、
　直動アクチュエータと、
　前記直動アクチュエータの非駆動部が固定される直動アクチュエータ保持プレートと、
　一端が、前記直動アクチュエータの駆動部側にカップリングを介して連結され、他端に
交換可能なプランジャヘッドが配置されるプランジャロッドと、
　一端側から、前記プランジャヘッドが長手方向に摺動可能に収納されると共に、前記連
結ブロックの前記樹脂流路に連通する貯留部が形成され、他端側に、該貯留部に連通する
前記ノズル部が配置される計量ブロックと、
　前記直動アクチュエータ保持プレートと前記計量ブロックとを、所定距離離間させた状
態で連結させる連結部材と、を有し、
　前記可塑化ユニットは、
　可塑化スクリュが回転可能に長手方向に収納されると共に、一端側に材料供給口が形成
され、他端側が、前記連結ブロックの前記樹脂流路に連通される可塑化バレルと、
　前記可塑化スクリュの一端側が、中空軸に収納された状態で固定されると共に、可塑化
モータ保持プレートを介して、前記可塑化バレルと連結された可塑化モータと、
　を有し、
　前記可塑化モータ保持プレートを、前記射出ユニットの前記直動アクチュエータ保持プ
レートに対して、前記可塑化ユニットの長手方向にのみ摺動可能に連結させる可塑化モー
タスライド機構により、前記可塑化ユニットと前記射出ユニットとが、略平行に、前記射
出ユニットの前記直動アクチュエータ側でも連結されると共に、
　前記連結ブロックの前記樹脂流路と、前記射出ユニットの前記計量ブロックの前記貯留
部との間に、逆流防止弁を配置させたプリプラ式射出装置であるため、従来のプリプラ式
射出装置よりも小型化され、金型や金型取付盤への固定位置や固定形態の制約を減少させ
、且つ、強固に固定することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の実施例１に係るプリプラ式射出装置の概略側面図（一部断面含む）であ
る。
【図２】図１中のＡ－Ａ、Ｂ及びＣ－Ｃ矢視図である。
【図３】本発明の実施例１に係るプリプラ式射出装置の固定金型への固定形態を示すイメ
ージ図である。
【図４】本発明の実施例１に係るプリプラ式射出装置の固定金型への別の固定形態を示す
概略図である。
【図５】本発明の実施例２に係るプリプラ式射出装置の概略側面図（一部断面含む）であ
る。
【図６】本発明の実施例２に係るプリプラ式射出装置の固定金型への固定形態を示すイメ
ージ図である。
【図７】本発明の実施例２に係るプリプラ式射出装置の固定金型への別の固定形態を示す
概略図である。
【図８】本発明に係るプリプラ式射出装置の更に別の固定金型への固定形態を示すイメー
ジ図である。
【図９】本発明に係るプリプラ式射出装置の別の形態を示す概略側面図（一部断面含む）
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である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、本発明を実施するための形態について、添付図面を参照しながら詳細に説明する
。
【実施例１】
【００２３】
　図１乃至図４を参照しながら本発明の実施例１に係るプリプラ式射出装置１を説明する
。最初に、図１及び図２を参照しながら、プリプラ式射出装置１の構成を説明する。図１
に示すように、プリプラ式射出装置１は、樹脂流路２１を有する連結ブロック２０により
、可塑化ユニット１０と射出ユニット３０とが、射出ユニット３０のノズル部３１側で連
結されたプリプラ式射出装置であって、射出ユニット３０のノズル部３１を、固定金型２
の上面に配置された樹脂供給口２ａに接続させた状態で、固定金型２側にフランジ部を形
成させたノズル部３１が、固定金型２の上面に直接的に固定される。
【００２４】
　まず、射出ユニット３０は、直動アクチュエータ３３と、直動アクチュエータ３３の非
駆動部が固定される直動アクチュエータ保持プレート３４と、一端が、直動アクチュエー
タ３３の駆動部側にカップリング３５を介して連結され、他端に交換可能なプランジャヘ
ッド３６ａが配置されるプランジャロッド３６と、一端側から、プランジャヘッド３６ａ
が長手方向に摺動可能に収納されると共に、連結ブロック２０の樹脂流路２１に連通する
貯留部３７ａが形成され、他端側に、貯留部３７ａに連通するノズル部３１が配置される
計量ブロック３７と、直動アクチュエータ保持プレート３４と計量ブロック３７とを、所
定距離離間させた状態で連結させる連結部材３８と、を有している。連結部材３８は、板
状の部材であって、図１において図面手前側と図面奥側に対向するように配置されている
ため、図１においては２点鎖線でその外形のみ図示している。連結部材３８については、
図２（ａ）（図１のＡ－Ａ矢視図）を参照することにより配置他の理解が容易である。
【００２５】
　また、プランジャヘッド３６ａの外周面には、環状溝３６ｃを形成させても良い。これ
は、貯留部３７ａを形成する計量ブロック３７の内周面と、プランジャヘッド３６ａの外
周面との接触面積を減少させ、射出充填工程におけるプランジャロッド３６の摺動抵抗の
低減を図るものである。また、計量ブロック３７の内周面及びプランジャヘッド３６ａの
外周面間の摺動隙間に進入した樹脂材料が環状溝３６ｃに堆積することにより、同摺動隙
間のシール機能が期待できる。一方、環状溝３６ｃに堆積した樹脂材料により、射出充填
工程完了後、射出完了位置にあるプランジャロッド３６（プランジャヘッド３６ａ）を射
出開始位置まで移動（後退）させる際の、計量ブロック３７の内周面及びプランジャヘッ
ド３６ａの外周面間の摺動隙間に進入して固化した樹脂材料の掻き取り作用も期待できる
。
【００２６】
　実施例１においては、直動アクチュエータ３３が、直動アクチュエータ保持プレート３
４に、ボールねじ機構のナット部３３ａ（直動アクチュエータ３３の非駆動部）が固定さ
れ、ナット部３３ａの近傍、具体的には、図２（ｃ）（図１のＣ－Ｃ矢視図）に示すよう
に、ナット部３３ａを中心とした同心円上の均等角度毎に４箇所のガイド部３４ａが形成
され、図示しないブッシュ等を介してガイド部３４ａに案内されて、長手方向に摺動可能
なガイドロッド３３ｂが、射出モータ３３ｃの直動アクチュエータ保持プレート３４と対
向する面に立設されると共に、射出モータ３３ｃの中空軸３３ｄに、ナット部３３ａと組
み合わされるボールねじ軸３３ｅ（直動アクチュエータ３３の駆動部）の一端側が固定さ
れ、プランジャロッド３６の一端が、ボールねじ軸３３ｅの他端側にカップリング３５を
介して連結されるように構成されている。
【００２７】
　上記構成においては、ボールねじ軸３３ｅの一端側が、射出モータ３３ｃの中空軸３３
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ｄ内に挿入されて連結されるため、射出モータ３３ｃの回転軸（中空軸３３ｄ）とボール
ねじ軸３３ｅとを連結させる、カップリング等の回転トルク伝達部材が不要となり、同回
転トルク伝達部材の軸方向の長さ分だけ、射出ユニット３０の長手方向の寸法を短縮する
ことができる。また、ナット部３３ａが回転支持されず、直動アクチュエータ保持プレー
ト３４に固定されるため、ボールねじ軸３３ｅよりも外径の大きなナット部３３ａを回転
支持するためのベアリング等の回転支持部材が不要となる。更に、ボールねじ軸３３ｅは
、所定距離、離間して配置される、共に回転支持部材である中空軸３３ｄ（射出モータ３
３ｃ）及びナット部３３ａの２点で回転支持されると共に、射出充填工程にボールねじ軸
３３ｅの軸方向に作用する射出反力（スラスト荷重）は、所定のスラスト荷重の回転支持
が可能なナット部３３ａにより支持される。そのため、射出ユニット３０において、ボー
ルねじ軸３３ｅを回転支持するためのベアリングや、スラスト加重を受けるベアリング等
の回転支持部材が不要となる。このような構成は、プリプラ式射出装置１の小型化に寄与
するものである。
【００２８】
　一方、上記構成により、射出充填時に射出モータ３３ｃの中空軸３３ｄを回転させると
、中空軸３３ｄにその一端側が固定されたボールねじ軸３３ｅが回転する。すると、ボー
ルねじ軸３３ｅと組み合わされるナット部３３ａが、直動アクチュエータ保持プレート３
４に固定されているため、中空軸３３ｄを介して射出モータ３３ｃにボールねじ軸３３ｅ
の回転反力が作用する。しかしながら、直動アクチュエータ保持プレート３４のガイド部
３４ａに長手方向に摺動可能に案内される４本のガイドロッド３３ｂにより、射出モータ
３３ｃの回転運動が拘束されるため、射出モータ３３ｃと、回転するボールねじ軸３３ｅ
とが、直動アクチュエータ保持プレート３４側に一体でストロークＳ（図１参照）移動（
前進）する。
【００２９】
　その結果、ボールねじ軸３３ｅの他端側に、カップリング３５を介して連結されるプラ
ンジャロッド３６及びプランジャヘッド３６ａも、回転運動を伴って計量ブロック３７の
貯留部３７ａ内をノズル部３１側にストロークＳ移動（前進）する。当然ながら、射出充
填工程完了後、射出完了位置にあるプランジャロッド３６（プランジャヘッド３６ａ）を
、射出開始位置まで移動（後退）させる際も、プランジャヘッド３６ａは回転運動を伴う
。この回転運動により、先に説明した、プランジャヘッド３６ａの後退時における樹脂材
料の掻き取り作用の向上が期待できる。
【００３０】
　尚、実施例１においては、ナット部３３ａを中心とした同心円上の均等角度毎に４箇所
のガイド部３４ａが形成されるものとしたが、射出充填時の、射出モータ３３ｃの射出方
向の摺動に問題がなければ、ナット部３３ａを中心とした同心円上の均等角度毎に３箇所
形成させる形態や、ナット部３３ａの中心を通る、直動アクチュエータ保持プレート３４
の対角線上の均等距離に２箇所形成させる形態等、ナット部３３ａの近傍に少なくとも２
箇所のガイド部３４ａが形成されれば良い。
【００３１】
　次に、可塑化ユニット１０は、連続する螺旋状の攪拌翼（フライト）がその外周面に形
成された可塑化スクリュ１１が回転可能に長手方向に収納されると共に、一端側に材料供
給口１２ａが形成され、他端側が、連結ブロック２０の樹脂流路２１に連通される加熱バ
レル１２と、可塑化スクリュ１１の一端側が、図示しない中空軸に収納された状態で固定
されると共に、可塑化モータ保持プレート１３を介して、可塑化バレル１２と連結された
可塑化モータ１４と、を有している。また、材料供給口１２ａには、ペレット状の樹脂材
料を供給するためのホッパ１２ｂが接続されている。プリプラ式射出装置１が、金型等の
側面に略水平固定される場合、ホッパ１２ｂは２点鎖線（図１）で示す配置になる。可塑
化ユニット１０においても、射出ユニット３０と同様に、可塑化モータ１４の図示しない
中空軸に収納された状態で、可塑化スクリュ１１の一端側が固定されるため、可塑化モー
タ１４の回転軸と可塑化スクリュ１１とを連結させる、カップリング等の回転トルク伝達
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部材の軸方向の長さ分だけ、可塑化ユニット１０の長手方向の寸法を短縮することができ
る。このような構成も、プリプラ式射出装置１の小型化に寄与するものである。
【００３２】
　そして、可塑化モータ保持プレート１３を、射出ユニット３０の直動アクチュエータ保
持プレート３４に対して、可塑化ユニット１０の長手方向にのみ摺動可能に連結させる可
塑化モータスライド機構４１により、可塑化ユニット１０と射出ユニット３０とが、略平
行に、射出ユニット３０の直動アクチュエータ３３側でも連結されると共に、連結ブロッ
ク２０の樹脂流路２１と、射出ユニット３０の計量ブロック３７の貯留部３７ａとの間に
、逆流防止弁４２を配置させている。
【００３３】
　前者の可塑化モータスライド機構４１は、図２（ａ）（図１のＡ－Ａ矢視図）及び図２
（ｂ）（図１のＢ矢視図）に示すように、直動アクチュエータ保持プレート３４の上面に
可塑化ユニット１０の長手方向と略平行に固定されたスライドフレーム４１ａと、スライ
ドフレーム４１ａに、可塑化ユニット１０の加熱バレル１２と略平行に加工された断面Ｔ
字形状の溝加工部４１ｂ、そして、可塑化モータ保持プレート１３の下方に形成され、ス
ライドフレーム４１ａの溝加工部４１ｂに挿入させて、可塑化モータ保持プレート１３を
、スライドフレーム４１ａに対して、加熱バレル１２の長手方向にのみ摺動可能に連結さ
せるスライド部４１ｃとから構成される。
【００３４】
　可塑化ユニット１０においては、加熱バレル１２の外周に配置させた図示しない加熱手
段による加熱や、加熱バレル１２内で回転させる可塑化スクリュ１１と樹脂材料との接触
により発生するせん断熱により、加熱バレル１２の材料供給口１２ａから供給させたペレ
ット状の樹脂材料を、射出充填に好適な状態に溶融（可塑化）させる可塑化工程が行われ
る。その際、可塑化ユニット１０の加熱バレル１２が、温度上昇により、連結された連結
ブロック２０側を基準にして長手方向に熱膨張するが、可塑化モータスライド機構４１に
より、直動アクチュエータ保持プレート３４（スライドフレーム４１ａ）に対する、可塑
化モータ保持プレート１３の、加熱バレル１２の熱膨張方向（長手方向）へのスライド移
動を許容する。そのため、加熱バレル１２に想定外の曲げ応力が発生することを防止でき
る。
【００３５】
　ここで、プリプラ式射出装置１の金型への固定状態、例えば、実施例１のような、固定
金型２上面への垂直固定状態や、金型等側面への水平固定状態（図示せず）において、射
出成形機における型開閉動作、型締動作、あるいは、射出充填等により発生する振動によ
って、可塑化ユニット１０には、長手方向以外の様々な方向に、自重によるモーメント等
の静的、あるいは動的な荷重が作用する。可塑化モータスライド機構４１により、可塑化
ユニット１０と射出ユニット３０とが、連結ブロック２０側だけでなく、略平行に、射出
ユニット３０の直動アクチュエータ３３側でも連結されることにより、これら荷重に対す
るプリプラ式射出装置１全体の剛性を向上させて、加熱バレル１２の一端のみが連結ブロ
ック２０側で固定支持されるプリプラ式射出装置に対して、加熱バレル１２及び連結ブロ
ック２０の固定部位の強度を低減させることができる。これは、同固定部位の寸法増加を
抑制し、プリプラ式射出装置１の小型化に寄与するものである。
【００３６】
　また、可塑化モータスライド機構４１により、加熱バレル１２の熱膨張に対して、可塑
化ユニット１０と射出ユニット３０とを略平行に連結させることができる。そのため、連
結ブロックにより、可塑化ユニットと射出ユニットとが、射出ユニットのノズル部側での
み連結され、射出ユニットの直動アクチュエータ側では、両ユニットが所定角度で離間す
る構成のプリプラ式射出装置に対して、射出ユニット３０の直動アクチュエータ３３側に
おける、可塑化ユニット１０及び射出ユニット３０の長手方向に直交する方向の寸法増加
を抑制することができる。これも、プリプラ式射出装置１の小型化に寄与するものである
。尚、ここで説明した可塑化モータスライド機構４１の構成は一例であって、連結ブロッ
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ク２０側が固定された加熱バレル１２の熱膨張方向（長手方向）へのスライド移動のみを
許容する構成であれば、該スライド移動を積極的に、あるいは高精度で案内させる構成で
ある必要はなく、また、その形状や配置に制約はない。
【００３７】
　後者の逆流防止弁４２は、可塑化工程における、樹脂流路２１から計量ブロック３７の
貯留部３７ａへの樹脂流動（図１の右から左への樹脂流動）は許容し、射出充填工程にお
ける、計量ブロック３７の貯留部３７ａから樹脂流路２１への樹脂流動（逆流／図１の左
から右への樹脂流動）を防止するための弁であり、一般的なプリプラ式射出装置に採用さ
れるボールチェック弁等の公知の逆流防止弁が採用されれば良い。
【００３８】
　実施例１では、連結ブロック２０の樹脂流路２１と、射出ユニット３０の計量ブロック
３７の貯留部３７ａとの間に、逆流防止弁４２を収納可能な空間を形成させ、同空間内に
逆流防止弁４２を配置させている。同空間は連結ブロック２０に形成されているが、計量
ブロック３７側、あるいは、両ブロック間に亘って形成させても良い。しかしながら、逆
流防止弁は定期的なクリーニングが必要であり、樹脂詰まり等のトラブル発生時にも迅速
なクリーニングや交換が必要となる。そのため、連結ブロック２０及び計量ブロック３７
を分離せずとも、両ブロックが固定された状態で、外部から逆流防止弁４２を交換可能な
構成が好ましい。また、樹脂材料の種類等に準じて、異なる仕様の逆流防止弁を採用でき
ることがより好ましい。そのため、逆流防止弁を収納した状態で、上記空間に挿入、ある
いは、上記空間から取り出すことにより、収納された逆流防止弁４２と、樹脂流路２１及
び貯留部３７ａとの、接続、あるいは、開放が可能な、逆流防止弁の交換カートリッジを
、異なる仕様の逆流防止弁毎に準備させても良い。
【００３９】
　次に、図３及び図４を参照しながら、プリプラ式射出装置１の固定金型２の上面への固
定形態について説明する。図１に示すように、実施例１においては、プリプラ式射出装置
１の射出ユニット３０のノズル部３１を、固定金型２の上面に配置された樹脂供給口２ａ
に接続させた状態で、ノズル部３１が、固定金型２の上面に直接的に固定される。射出成
形機における型開閉動作、型締動作、あるいは、射出充填等により発生する振動に抗して
、プリプラ式射出装置１をノズル部３１の１箇所で、固定金型２の上面に固定させるのに
十分な固定強度が確保可能な場合は、プリプラ式射出装置１の他の部位を、金型や金型取
付盤に固定させる必要はない。
【００４０】
　しかしながら、射出成形機における型開閉動作、型締動作、あるいは、射出充填等によ
り射出成形機に発生する振動により、プリプラ式射出装置１に作用する、自重等によるモ
ーメント等の様々な静的、あるいは動的な荷重を鑑みると、プリプラ式射出装置１の複数
個所を、金型や金型取付盤に固定させることが好ましい。このような複数個所を固定する
固定形態により、各固定部位の強度を低減させることができ、プリプラ式射出装置１のそ
れぞれの固定部位や固定部材の寸法増加を抑制することができる。これも、プリプラ式射
出装置１の小型化に寄与するものである。
【００４１】
　また、金型側だけでなく、金型取付盤や、後述するタイバーへの固定も含め、プリプラ
式射出装置１の複数個所を、金型を含めた複数部位に固定する固定形態により、プリプラ
式射出装置１の、金型や金型取付盤への固定位置や固定形態の制約を減少させ、且つ、副
材料の射出充填を必要とする金型キャビティのより近傍に、プリプラ式射出装置１を強固
に固定させて、副材料用の金型キャビティへの樹脂流路（ホットランナ）長を短縮するこ
とができる。これは、金型の構造が複雑になることを防止すると共に、射出充填量が少な
い副材料用の、樹脂流路内での可塑化状態での保持（滞留）時間増加による副材料の品質
の低下の回避に寄与する。
【００４２】
　そこで、実施例１では、ノズル部３１が、固定金型２の上面に直接的に固定される以外
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に、計量ブロック３７、連結部材３８及び直動アクチュエータ保持プレート３４の少なく
とも１つが、サポートブラケット４３を介して、固定盤３（金型取付盤）の上面（サポー
トベース４３ａ）に間接的に固定される。図３は、プリプラ式射出装置１の固定金型２の
上面へのこのような固定形態を示すイメージ図である。図３においては、図を簡単にする
ために、図１に示すプリプラ式射出装置１を直方体の組み合わせで図示している。直方体
Ａがノズル部３１を、直方体Ｂが計量ブロック３７、連結部材３８及び直動アクチュエー
タ保持プレート３４を、直方体Ｃが連結ブロック２０を、直方体Ｄが可塑化ユニット１０
を表すものとする。尚、図示はしていないが、サポートブラケット４３及びサポートベー
ス４３ａは一体の固定部材として構成されても良く、また、サポートブラケット４３やサ
ポートベース４３ａは、形状を変更して、固定盤３の金型取付面や固定金型２の上面に固
定されても良い。
【００４３】
　例えば、図３において、計量ブロック３７が固定盤３の上面に固定される固定形態を図
４（ａ）に示す。説明に不要な部位の図示は割愛しており（以下、図４について同様）、
図４（ａ）の中央の２本の２点鎖線の右側が、一体の固定部材として構成されたサポート
ブラケット４３により、計量ブロック３７が固定盤３の上面に直接的に固定される固定形
態を示す。同２点鎖線の左側は、サポートブラケット４３が連結部材３８と異なることを
示すものである。
【００４４】
　次に、図３において、連結部材３８や直動アクチュエータ保持プレート３４が固定盤３
の上面に固定される固定形態を図４（ｂ）に示す。図４（ｂ）の中央の２本の２点鎖線の
右側が、一体の固定部材として構成されたサポートブラケット４３により、連結部材３８
が固定盤３の上面に直接的に固定される固定形態を示し、同２点鎖線の左側が、一体の固
定部材として構成されたサポートブラケット４３により、直動アクチュエータ保持プレー
ト３４が固定盤３の上面に直接的に固定される固定形態を示すものである。これら図４（
ａ）及び（ｂ）に示す形態は一例であって、図示はしていないが、連結部材３８や直動ア
クチュエータ保持プレート３４の一部を、サポートブラケットを兼用するように形状変更
して、連結部材３８や直動アクチュエータ保持プレート３４が固定盤３の上面に直接的に
固定される固定形態であっても良く、また、サポートブラケットの取付位置に準じて、サ
ポートブラケットを複数の部材で構成し、連結部材３８や直動アクチュエータ保持プレー
ト３４が、固定盤３や固定金型２に間接的に固定される固定形態であっても良い。
【００４５】
　また、プリプラ式射出装置１の射出ユニット３０のノズル部３１を、固定金型２の上面
に配置された樹脂供給口２ａに接続させた状態で、ノズル部３１以外が、固定金型２の上
面に固定されるような、実施例１以外の形態も可能である。例えば、図４（ｃ）は、計量
ブロック３７が固定金型２の上面に固定される固定形態であり、図４（ｃ）の中央の２本
の２点鎖線の右側が、計量ブロック３７の固定金型２側にフランジ部を形成させて、固定
金型２の上面に直接的に固定される固定形態を示し、同２点鎖線の左側が、一体の固定部
材により間接的に固定される固定形態を示す。
【００４６】
　また、図４（ｄ）は、連結部材３８が固定金型２の上面に固定される一例であり、図４
（ｄ）の中央の２本の２点鎖線の右側が、連結部材３８の固定金型２側を延長させて、一
体の固定部材として形成させて、固定金型２の上面に直接的に固定される固定形態を示し
、同２点鎖線の左側が、連結部材３８が一体の固定部材により直接的に固定される固定形
態を示す。
【００４７】
　更に、図４（ｅ）は、直動アクチュエータ保持プレート３４が固定金型２の上面に固定
される一例であり、図４（ｅ）の中央の２本の２点鎖線の右側が、直動アクチュエータ保
持プレート３４の固定金型２側を延長させて、一体の固定部材として形成させて、固定金
型２の上面に直接的に固定される固定形態を示し、同２点鎖線の左側が、直動アクチュエ
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ータ保持プレート３４が一体の固定部材により直接的に固定される固定形態を示す。これ
ら図４（ｃ）乃至（ｅ）に示す形態も一例であって、ノズル部３１の固定金型２の上面へ
の接続位置に準じて、固定部材を複数の部材で構成し、固定金型２の上面に間接的に固定
される固定形態であっても良い。
【００４８】
　尚、実施例１においては、連結部材３８を、板状の部材であって、対向するように配置
されているとしたが、直動アクチュエータ保持プレート３４と計量ブロック３７とを、所
定距離離間させた状態で連結させる構成であれば、その形状や配置に制約はない。
【００４９】
　また、可塑化ユニット１０で行わせる可塑化工程や、射出ユニット３０で行わせる計量
工程及び射出充填工程については、一般的なプリプラ式射出装置で行われる工程と同じた
め説明は割愛する。しかしながら、射出モータ３３ｃをサーボモータとすれば、外部から
外力により中空軸３３ｄが回転される場合であっても、中空軸３３ｄの回転角度（回転量
）を正確にモニタリングすることができる。また、ナット部３３ａとボールねじ軸３３ｅ
のリード（ボールねじ軸１回転に対する、ナット部のボールねじ軸に対する軸方向の相対
移動距離）は仕様として明確であるため、中空軸３３ｄの回転角度（回転量）及びリード
の仕様から、射出関連部材の移動距離や移動位置を正確にモニタリングすることが可能で
ある。更に、計量工程において、射出モータ３３ｃによる背圧（後退抵抗力）を、可塑化
モータ１４の回転トルクによる後退力とバランスさせて制御することや、射出充填工程に
おける、プランジャヘッド３６ａの移動（前進）速度の制御等を鑑みれば、射出モータ３
３ｃもサーボモータが採用されることが好ましい。
【００５０】
　ここで、逆流防止弁４２から貯留部３７ａへ連通される樹脂流路の、貯留部３７ａ側の
開口部３７ｂは、図１に示すように、射出充填完了位置（計量開始位置）にあるプランジ
ャヘッド３６ａの受圧面３６ｂに、可能な限り接近させて開口させることが好ましい。貯
留部３７ａにおける開口部３７ｂの開口位置をこのように形成させることにより、前の射
出充填工程完了時に、プランジャヘッド３６ａの受圧面３６ｂのノズル部３１側（前方）
に可塑化状態で保持されている樹脂材料（滞留材料）に対して、次の計量工程において新
たに可塑化させる樹脂材料を、該滞留材料よりもプランジャロッド３６側（後方）に貯留
させることができる。そのため、貯留部３７ａに貯留させた樹脂材料が、複数回の計量工
程の間、貯留部３７ａに滞留することを防止できる。
【００５１】
　尚、図示はしていないが、連結ブロック２０、計量ブロック３７及びノズル部３１には
、それぞれの外面や、加工された孔部に、加熱手段や温度計測手段が配置されており、樹
脂流路２１や逆流防止弁４２や貯留部３７ａ内の樹脂材料が、射出充填に好適な温度で保
持されるよう加熱制御が行われる。
【００５２】
　このように、実施例１に係るプリプラ式射出装置１は、中空軸を有する可塑化モータ１
４及び射出モータ３３ｃや、ボールねじ軸３３ｅの回転支持部材が不要な構成、また、加
熱バレル１２の熱膨張方向（長手方向）へのスライド移動を許容する可塑化モータスライ
ド機構４１や、プリプラ式射出装置１の複数個所を固定する固定形態により、従来のプリ
プラ式射出装置よりも小型化が可能である。更に、プリプラ式射出装置１の小型化と、プ
リプラ式射出装置１の複数個所を複数部位に固定する固定形態と、により、プリプラ式射
出装置１の、金型や金型取付盤への固定位置や固定形態の制約を減少させ、且つ、強固に
固定することができる。プリプラ式射出装置１の、金型や金型取付盤への固定位置や固定
形態の制約を減少させることができれば、副材料の射出充填を必要とする金型キャビティ
のより近傍に、プリプラ式射出装置１を強固に固定させて、副材料用の金型キャビティへ
の樹脂流路（ホットランナ）長を短縮することができる。その結果、金型構造の複雑化と
、副材料の品質の低下を回避することができる。これに対して、金型に直接固定する副材
料用の第２射出機（射出装置）の小型化や、射出装置の複数個所を複数部位に固定する固
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定形態について、何ら記載や示唆がない特許文献１の射出成形装置（第２射出機）により
、上記のような効果を奏することは困難である。
【実施例２】
【００５３】
　次に、図５乃至図７を参照しながら、本発明の実施例２に係るプリプラ式射出装置１’
を説明する。このプリプラ式射出装置１’と、実施例１に係るプリプラ式射出装置１との
相違点は、プリプラ式射出装置１’のノズル部３１’を、金型や金型取付盤に配置された
樹脂供給口（スプル）に任意に接続・離間させる動作（ノズルタッチ動作）が可能である
点と、そのために必要な構成が追加されている点である。それ以外の点については、実施
例１に係るプリプラ式射出装置１の構成及び射出成形方法と基本的に同じため、同じ構成
については、実施例１と同じ符号を使用すると共に、重複する構成及び射出成形方法の説
明は割愛する。
【００５４】
　最初に、図５を参照しながら、プリプラ式射出装置１’の構成を説明する。図５に示す
ように、プリプラ式射出装置１’の基本的な構成は、図１に示すプリプラ式射出装置１と
同じである。構成上の相違点は、計量ブロック３７、連結部材３８及び直動アクチュエー
タ保持プレート３４の少なくとも１つを、固定金型２の上面に接近・離間させる方向に摺
動可能に保持させるスライドベース５１と、駆動方向が同方向に一致するように配置され
る駆動手段５２と、を更に備え、スライドベース５１を固定金型２の上面に固定させて、
射出ユニット３０のノズル部３１’を、固定金型２の上面に配置された樹脂供給口２ａに
、任意に接続・離間させる点である。尚、ノズル部３１’については、固定金型２の上面
に直接的に固定される、実施例１に係るプリプラ式射出装置１のノズル部３１と異なり、
ノズルチップを有する一般的なノズル形状である。
【００５５】
　実施例２において、スライドベース５１は、固定金型２の上面に直接的に固定されるベ
ース部５１ａと、ベース部５１ａに配置される直動ガイドレール５１ｂと、直動ガイドレ
ール５１ｂに案内されて直動ガイドレール５１ｂ上を直動する２つの直動ガイドブロック
５１ｃ、及び直動ガイドブロック５１ｃが固定されるガイドベース５１ｄとから構成され
る。ガイドベース５１ｄは、計量ブロック３７及び直動アクチュエータ保持プレート３４
間を連結しており連結部材３８を兼用するものである。実施例２においては、スライドベ
ース５１が、ガイドベース５１ｄを介して、計量ブロック３７及び直動アクチュエータ保
持プレート３４の２つを、固定金型２の上面に接近・離間させる方向に摺動可能に保持さ
せる形態である。連結部材３８に直動ガイドブロック５１ｃを固定する形態であっても良
い。
【００５６】
　また、直動ガイドレール５１ｂ及び直動ガイドブロック５１ｃは、市販されている直動
ガイドから所望する仕様を指定して採用すれば良い。このような直動ガイドは、直動方向
の摺動精度が高く、直動方向以外に作用する外力に対して、対抗可能な外力が仕様上明確
である。よって、先に説明したような、ノズルタッチ動作を可能とする取り付け機構の一
端が、金型に弾性部材を介して固定され、他端が、射出装置の相対的な移動を支持する、
同軸上に配置された複数の摺動部で構成される特許文献２の射出装置に対して、実施例２
に係るプリプラ式射出装置１’は、好適な仕様の直動ガイドの選択により、固定金型２に
強固に固定させることができる。
【００５７】
　また、実施例２において、駆動手段５２は小型の油圧シリンダである。油圧シリンダの
本体部５２ａ（非駆動部）がスライドベース５１（ベース部５１ａ）に固定され、シリン
ダロッド５２ｂ（駆動部）がプリプラ式射出装置１’（ガイドベース５１ｄ／連結部材３
８）に固定される。駆動手段５２（油圧シリンダ）の本体部５２ａのヘッド側に、図示し
ない油圧源から圧油を供給させてシリンダロッド５２ｂを突出させると、直動ガイドレー
ル５１ｂに案内させて、プリプラ式射出装置１’のノズル部３１’を固定金型２の樹脂供
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給口２ａから離間させると共に、その離間状態を保持させることができる。一方、駆動手
段５２の本体部５２ａのヘッド側から圧油を排出させて、シリンダロッド５２ｂを収納さ
せると、プリプラ式射出装置１’のノズル部３１’を固定金型２の樹脂供給口２ａに接続
させると共に、駆動手段５２の本体部５２ａのロッド側に圧油を供給させると、任意の圧
力で、ノズル部３１’を樹脂供給口２ａへ押圧させることができる。
【００５８】
　尚、プリプラ式射出装置１’のノズルタッチ動作のための摺動方向と、駆動手段５２の
駆動方向とが一致しているため、駆動手段５２により、ノズル部３１’を樹脂供給口２ａ
へ押圧させる場合であっても、ノズルタッチ動作のためのスライドベース５１を構成する
摺動部材間（直動ガイドレール５１ｂ及び直動ガイドブロック５１ｃ）の摺動方向以外に
、駆動手段５２による押圧力は作用しない。この点も、ノズルタッチ動作を可能とする取
り付け機構の、同軸上に配置された複数の摺動部に、射出装置の静的な負荷や動的な負荷
が繰り返し作用する特許文献２の射出成形機との相違点である。
【００５９】
　次に、図６及び図７を参照しながら、プリプラ式射出装置１’の固定金型２の上面への
固定形態について説明する。実施例２においては、プリプラ式射出装置１’の計量ブロッ
ク３７、連結部材３８及び直動アクチュエータ保持プレート３４の少なくとも１つを、固
定金型２の上面に接近・離間させる方向に摺動可能に保持させるスライドベース５１と、
駆動方向が同方向に一致するように配置される駆動手段５２と、を更に備え、スライドベ
ース５１を固定金型２の上面に固定させて、射出ユニット３０のノズル部３１’を、固定
金型２の上面に配置された樹脂供給口１２ａに、任意に接続・離間させる。実施例２にお
いても、射出成形機における型開閉動作、型締動作、あるいは、射出充填等により発生す
る振動に抗して、プリプラ式射出装置１’をスライドベース５１の１箇所で、固定金型２
の上面に固定させるのに十分な固定強度が確保可能な場合は、スライドベース５１の他の
部位を、金型や金型取付盤に固定させる必要はない。
【００６０】
　しかしながら、実施例１と同様の理由により、実施例２においても、プリプラ式射出装
置１’のスライドベース５１の複数個所を、金型や金型取付盤に固定させ、また、金型側
だけでなく、金型取付盤や、後述するタイバーへの固定も含め、スライドベース５１の複
数個所を、金型を含めた複数部位に固定させる固定形態が好ましい。
【００６１】
　そこで、実施例２でも、スライドベース５１が、固定金型２の上面に直接的に固定され
る以外に、スライドベース５１が、サポートブラケット４３’を介して、固定盤３（金型
取付盤）の上面（サポートベース４３ａ’）に間接的に固定される。図６は、プリプラ式
射出装置１’の固定金型２の上面へのこのような固定形態を示すイメージ図である。図６
においても、プリプラ式射出装置１’を直方体Ａ～Ｄの組み合わせで図示している。尚、
図示はしていないが、サポートブラケット４３’及びサポートベース４３ａ’は一体の固
定部材として構成されても良く、また、サポートブラケット４３’やサポートベース４３
ａ’は、形状を変更して、固定盤３の金型取付面や固定金型２の上面に固定されても良い
。
【００６２】
　一方、連結部材３８や直動アクチュエータ保持プレート３４を、固定金型２の上面に接
近・離間させる方向に摺動可能に、スライドベース５１に保持させて、駆動手段５２によ
りノズルタッチ動作を行わせる形態も、実施例２の図５に示す以外の形態が可能である。
例えば、図７の中央の２本の２点鎖線の左側は、先に説明したように、連結部材３８をス
ライドベース５１に保持させる、すなわち、連結部材３８に直動ガイドブロック５１ｃを
固定する形態を示し、同２点鎖線の右側が、直動アクチュエータ保持プレート３４をスラ
イドベース５１に保持させる形態を示す。また、計量ブロック３７をスライドベース５１
に保持させる形態も可能ではある。しかしながら、計量ブロック３７がプリプラ式射出装
置１’の長手方向の全長に対して、比較的端部にあるため、ノズルタッチ動作のための、
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プリプラ式射出装置１’の摺動時の重量バランスが悪く、図示は省略している。
【００６３】
　また、駆動手段５２は、図７の中央の２本の２点鎖線の右側に示すように、スライドベ
ース５１ではなく、固定金型２に固定される形態であっても良い。しかしながら、スライ
ドベース５１に加えて、駆動手段５２の固定金型２への固定が必要になるため、プリプラ
式射出装置１’の固定金型２への固定形態の制約が増加する。そのため、左側に示すよう
に、駆動手段５２の本体部５２ａ（非駆動部）がスライドベース５１（ベース部５１ａ）
に固定され、シリンダロッド５２ｂ（駆動部）がプリプラ式射出装置１’（ガイドベース
５１ｄ／連結部材３８）に固定される形態の方が好ましい。この形態の場合、駆動手段５
２の固定金型２への固定を考慮する必要がない。駆動手段５２の本体部５２ａ（非駆動部
）とシリンダロッド５２ｂ（駆動部）の取り付けは逆であっても良い。
【００６４】
　このように、実施例２に係るプリプラ式射出装置１’は、実施例１に係るプリプラ式射
出装置１に、ノズルタッチ動作を可能にするために追加された構成（スライドベース５１
）の複数個所を複数部位に固定する固定形態であり、且つ、プリプラ式射出装置１’のノ
ズルタッチ動作の摺動方向と、その駆動手段の駆動方向とが一致しているため、同駆動手
段により、ノズル部を樹脂供給口へ押圧させる場合であっても、ノズルタッチ動作のため
の構成の摺動部材間の摺動方向以外に、同駆動手段による押圧力は作用せず、安定したノ
ズルタッチ動作が可能になる。これにより、副材料や金型側の制約により、副材料の射出
充填にノズルタッチ動作が必要な成形にも対応することができる。例えば、同じ金型であ
っても、副材料の色替えが必要な場合、プリプラ式射出装置１’を金型等から取り外すこ
となく、ノズル部３１’を金型の樹脂供給口から離間させて、プリプラ式射出装置１’内
の樹脂材料を排出（パージ）させて色替え作業を行わせることができる。また、色替え作
業において、パージ後のノズル部３１’回りの清掃等のメンテナンスを容易に行うことが
できる。これに対して、ノズルタッチ動作を可能とする取り付け機構の、同軸上に配置さ
れた複数の摺動部に、射出装置の静的な負荷や動的な負荷が繰り返し作用する特許文献２
の射出成形機（射出装置）において、安定したノズルタッチ動作を継続して行わせること
は困難である。
【実施例３】
【００６５】
　次に、図８を参照しながら、本発明の実施例３に係るプリプラ式射出装置１”を説明す
る。このプリプラ式射出装置１”と、実施例１及び実施例２に係るプリプラ式射出装置と
の相違点は、図示しないブッシュを介してタイバー４の長手方向に摺動可能に支持される
タイバー固定部材を更に有し、ノズル部、計量ブロック、連結部材及び直動アクチュエー
タ保持プレートの少なくとも１つが、タイバー固定部材に、直接的に又は間接的に固定さ
れる点、すなわち、プリプラ式射出装置の金型や金型取付盤への固定に関して、タイバー
に支持されるタイバー固定部材が加えられる点である。それ以外の点については、実施例
１及び実施例２に係るプリプラ式射出装置の構成及び射出成形方法と基本的に同じため、
同じ構成については、実施例１と同じ符号を使用すると共に、重複する構成及び射出成形
方法の説明は割愛する。
【００６６】
　図８（ａ）は、プリプラ式射出装置１”の固定金型２の上面へのこのような固定形態の
一例を示すイメージ図である。図８（ａ）においても、プリプラ式射出装置１”を直方体
Ａ～Ｄの組み合わせで図示している。尚、先に説明したように、実施例３に係るプリプラ
式射出装置１”と、実施例１及び実施例２に係るプリプラ式射出装置との相違点は、タイ
バー固定部材が加えられる点のみであるため、実施例３に係るプリプラ式射出装置１”は
、実施例１及び実施例２に係るプリプラ式射出装置のいずれとも置き換えが可能である。
よって、以後の説明は、実施例１に係るプリプラ式射出装置１を前提とする。また、実施
例３に係るプリプラ式射出装置１”において、タイバー固定部材と固定されるプリプラ式
射出装置の構成をスライドベース５１に読み替えると、そのまま、図６に示すプリプラ式
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射出装置１’（実施例２）に置き換えた場合の説明となるため、その場合の説明は省略す
る。
【００６７】
　図８（ａ）に示すように、プリプラ式射出装置１”は、図示しないブッシュを介してタ
イバー４の長手方向に摺動可能に支持されるタイバー固定部材６１を更に有し、直方体Ｂ
（計量ブロック３７、連結部材３８及び直動アクチュエータ保持プレート３４）が、タイ
バー固定部材６１に直接的に固定されている。直方体Ａ（ノズル部３１）が固定金型２の
上面に直接的に固定されているため、プリプラ式射出装置１”は、直方体Ａ及び直方体Ｂ
の２箇所を固定金型２及びタイバー４（タイバー固定部材６１）の２部位に固定する固定
形態である。これは、実施例１及び実施例２と同様に、プリプラ式射出装置の複数個所を
複数部位に固定する固定形態である。直方体Ａが固定金型２の上面に直接的に又は間接的
に固定される形態は、図４（ｃ）～図４（ｅ）を参照すれば理解が容易である。また、直
方体Ｂがタイバー固定部材６１と固定される形態については、図４（ａ）～図４（ｅ）の
サポートブラケット４３等の固定部材をタイバー固定部材６１と置き換えて参照すれば理
解が容易である。そのため、直方体Ａ及び直方体Ｂの固定金型２及びタイバー４（タイバ
ー固定部材６１）への固定形態の説明及び図示は省略する。
【００６８】
　図８（ａ）に示す、プリプラ式射出装置１”の、タイバー固定部材６１によるタイバー
４への固定形態は、副材料を射出充填させる樹脂供給口２ａが固定金型２の上面の、側面
近傍に配置されており、プリプラ式射出装置１”を固定金型２の上面の、側面近傍に配置
させる場合や、固定金型２の上面、固定盤３の金型取付面や上面／側面に、サポートブラ
ケット４３等の固定部材の固定が困難な場合に有効である。タイバー固定部材６１は、タ
イバー４に図示しないブッシュを介して固定されるため、タイバー４の長手方向には摺動
可能であるが、プリプラ式射出装置１”が、固定金型２に少なくとも１箇所でも固定され
ていれば、プリプラ式射出装置１”が固定金型２に対してタイバー４の長手方向に対して
相対的に摺動することはない。また、プリプラ式射出装置１”の、タイバー４の長手方向
に外力が作用したとしても、該外力の平均作用点がタイバー４の軸心と一致しなければ、
タイバーの長手方向と略平行に作用する荷重に対しても、所定の抗力（支持力）が期待で
きるため、プリプラ式射出装置１”の、タイバー固定部材６１を介したタイバー４への固
定形態は、プリプラ式射出装置１”の固定金型２への固定に有効である。
【００６９】
　また、図３（実施例１）や図６（実施例２）に示す、プリプラ式射出装置の固定金型２
への固定形態に、図８（ａ）に示す、プリプラ式射出装置１”の、タイバー固定部材６１
を介したタイバー４への固定を採用しても良い。この場合、プリプラ式射出装置の複数個
所を複数部位に固定する固定形態をより強固にするため、これまで説明した作用効果をよ
り確実に奏することができる。
【００７０】
　一方、プリプラ式射出装置１”の、タイバー固定部材６１によるタイバー４への固定形
態は、図８（ｂ）に示すように、タイバー固定部材６１が、上方の隣り合うタイバー４の
両方に、図示しないブッシュを介してタイバー４の長手方向に摺動可能に支持される形態
であっても良い。このような形態のタイバー固定部材６１は、図８（ａ）の形態に対して
、タイバー固定部材６１の両端が固定されることにより、タイバー４の軸芯中心の回転が
拘束されると共に、一端が、プリプラ式射出装置１”に固定された、サポートブラケット
４３等の固定部材の他端の固定領域を拡大させ、且つ、許容支持荷重を大きく確保できる
。そのため、図８（ａ）で説明した、プリプラ式射出装置１”を固定金型２の上面の、側
面近傍に配置させる場合や、固定金型２の上面、固定盤３の金型取付面や上面／側面に、
サポートブラケット４３等の固定部材の固定が困難な場合の、プリプラ式射出装置１”の
支持に有効であるばかりでなく、固定金型２の上面に、複数台のプリプラ式射出装置１”
を固定させる場合の、各プリプラ式射出装置１”の支持に有効である。このような場合、
一端が、プリプラ式射出装置１”に固定された、サポートブラケット４３等の固定部材の
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他端の、固定金型２の上面や、固定盤３の金型取付面や上面／側面への固定箇所や固定形
態が制約されるが、図８（ｂ）に示すようなタイバー固定部材６１の採用により、この制
約を少なくすることができる。
【００７１】
　このように、実施例３に係るプリプラ式射出装置１”は、実施例１及び実施例２に係る
プリプラ式射出装置の、金型や金型取付盤への固定に有効であって、プリプラ式射出装置
の複数個所を複数部位に固定する固定形態をより強固なものにするため、実施例１や実施
例２で説明した作用効果をより確実に奏することができる。
【００７２】
　本発明は、上記の実施の形態に限定されることなく色々な形で実施できる。例えば、実
施例１及び実施例２においては、プリプラ式射出装置の２箇所を、金型や金型取付盤に固
定させる固定形態を説明しているが、実施例３のように、タイバー固定部材を介してタイ
バーに支持させない状態において、プリプラ式射出装置の３箇所以上を、金型や金型取付
盤に固定させる固定形態でも良い。また、実施例３のようにタイバー固定部材を介して、
プリプラ式射出装置の３箇所以上を、金型や金型取付盤に固定させ、又、タイバーにも支
持させる固定形態でも良い。
【００７３】
　また、実施例における説明と図を簡単にするため、実施例１から実施例３において、固
定金型２の上面に配置された樹脂供給口２ａに射出充填させるために、プリプラ式射出装
置１台を垂直に固定させる固定形態について説明したが、プリプラ式射出装置を複数台固
定する形態や、固定金型２の側面に水平に固定される形態や、プリプラ式射出装置の長手
方向と、ノズル部からの射出方向を一致させず、例えば、これらが直交するように計量ブ
ロックやノズル部を構成させて、固定金型２の上面に水平に、あるいは、側面に垂直に配
置させる形態でも良い。
【００７４】
　更に、実施例１から実施例３において、プリプラ式射出装置を、射出成形機の型締装置
に取り付けられた固定金型２に固定させる形態としたが、本発明のプリプラ式射出装置に
おいては、金型への強固な固定が可能になるため、型開閉動作で可動する可動金型に固定
させる形態でも良い。一方、特殊なケースにはなるが、樹脂供給口が金型取付盤、例えば
、固定盤や可動盤の上面や側面に配置されている場合や、金型及び金型取付盤間に配置さ
せたブロック部の上面や側面に配置されている場合には、それらの金型取付盤やブロック
部に固定させる形態でも良い。
【００７５】
　他には、実施例３において、タイバー固定部材を上方のタイバーに支持させる形態を説
明したが、例えば、プリプラ式射出装置を金型や金型取付盤の側面に固定させる場合は、
タイバー固定部材を、プリプラ式射出装置取付側の下方のタイバーに支持させる形態や、
プリプラ式射出装置取付側の、上下に隣り合うタイバーに支持させる形態でも良い。
【００７６】
　また、実施例１から実施例３において、プリプラ式射出装置の射出ユニットの直動アク
チュエータが、中空軸を有する射出モータである形態を前提としたが、プリプラ式射出装
置自体の別の形態として、図９に示すように、直動アクチュエータを油圧シリンダや空圧
シリンダ等の流体シリンダ７１にすることも可能である。射出ユニット３０側での高精度
での制御が必要ない場合は、この形態により、射出ユニット３０の構成を簡素化できる。
この場合、流体シリンダ７１の本体部７１ａ（非駆動部）のシリンダロッド７１ｂ側を、
直動アクチュエータ保持プレート３４に固定させ、流体シリンダ７１のシリンダロッド７
１ｂとプランジャロッド３６とをカップリング３５で連結させる。この形態においては、
プランジャロッド３６及びプランジャヘッド３６ａが、回転運動を伴わずに計量ブロック
３７の貯留部３７ａ内を移動することを除けば、実施例１で説明した射出ユニット３０と
同等の機能を有する。
【００７７】
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　一方、本発明に係るプリプラ式射出装置は、射出成形機を使用する射出成形方法以外に
も採用することができる。例えば、射出成形機により、透明樹脂部品（樹脂ガラス等）や
、繊維強化樹脂等を材料とする軽量化部品等、比較的大きな樹脂成形部品を成形させた後
、後工程において、取付用クリップや取付ツメ部、あるいは、補強用リブや補強用ボスや
溶着ボス等の別部品（別部位）をこれら樹脂成形部品の外周や非意匠面（裏面）に取り付
ける場合がある。このような別部品（別部位）を、これら樹脂成形部品に積層成形で取り
付ける（形成させる）場合、射出成形機に取り付けた１組の金型内で積層成形させること
が困難であったり、可能であっても、金型が複雑になりその金型費用が成形コストに見合
わなくなったりする場合がある。具体的には、別部品用の金型キャビティ形状や、樹脂成
形部品成形後の、金型内可動部による別部品用の金型キャビティの形成や、別部品の樹脂
成形部品への積層成形位置や積層成形箇所数等による制約が多い場合である。
【００７８】
　このような場合、成形されたこれら樹脂成形部品を射出成形機から取り出した後、後工
程において、別の装置、例えば、２つの金型を上下に型開閉可能で、型閉じ状態で所定の
型締力（必ずしも大きな型締力である必要はない。）を金型に付与させることができる、
油圧式プレス機やサーボプレス機等を使用したインサート成形が使用される。
【００７９】
　具体的には、先に射出成形機により成形させたこれら樹脂成形部品を、これら装置に取
り付けられた金型の金型キャビティにセット（インサート）して金型を閉じた際、インサ
ートさせた樹脂成形部品と金型キャビティ面との間に、所望する別部品用の金型キャビテ
ィが形成されるように金型が構成される。そして、このような別部品用の金型キャビティ
に樹脂材料を射出充填させることができるように、市販されている小型の後付用射出装置
を配置させる。しかしながら、このような後付用射出装置は、小型の部類であっても、所
望する別部品用の金型キャビティに対して計量樹脂量が多く、また、別部品用の金型キャ
ビティが複数ある場合は、同金型キャビティ毎に配置させることが困難な場合が多いため
、通常は、１台か２台の後付用射出装置から樹脂材料を射出させて、金型内の樹脂流路（
ホットランナ）を分岐させて、各金型キャビティに射出充填させる。このような成形方法
は、バックインジェクション成形方法と呼称される。
【００８０】
　そのため、バックインジェクション成形方法は、先に説明したような、別部品用の金型
キャビティへの樹脂流路が長くなり、金型の構造が複雑になる、あるいは、樹脂流路内で
の可塑化状態での保持時間増加による樹脂材料の品質の低下を招くという、本発明の解決
する課題と同様の課題を有している。従って、本発明に係るプリプラ式射出装置は、この
ようなバックインジェクション成形方法においても、射出充填を必要とする別部材用の金
型キャビティ毎に、且つ、より近傍に、プリプラ式射出装置を強固に固定させて、別部材
用の金型キャビティへの樹脂流路（ホットランナ）長を短縮することができる。
【符号の説明】
【００８１】
１、１’、１”　　プリプラ式射出装置
２　　　　　　　　固定金型
２ａ　　　　　　　樹脂供給口
３　　　　　　　　固定盤
４　　　　　　　　タイバー
１０　　　　　　　可塑化ユニット
１１　　　　　　　可塑化スクリュ
１２　　　　　　　加熱バレル
１２ａ　　　　　　材料供給口
１３　　　　　　　可塑化モータ保持プレート
１４　　　　　　　可塑化モータ
２０　　　　　　　連結ブロック
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２１　　　　　　　樹脂流路
３０　　　　　　　射出ユニット
３１、３１’　　　ノズル部
３３　　　　　　　直動アクチュエータ
３３ａ　　　　　　ナット部
３３ｂ　　　　　　ガイドロッド
３３ｃ　　　　　　射出モータ
３３ｄ　　　　　　中空軸
３３ｅ　　　　　　ボールねじ軸
３４　　　　　　　直動アクチュエータ保持プレート
３４ａ　　　　　　ガイド部
３５　　　　　　　カップリング
３６　　　　　　　プランジャロッド
３６ａ　　　　　　プランジャヘッド
３７　　　　　　　計量ブロック
３７ａ　　　　　　貯留部
３８　　　　　　　連結部材
４１　　　　　　　可塑化モータスライド機構
４２　　　　　　　逆流防止弁
５１　　　　　　　スライドベース
５２　　　　　　　駆動手段
５２ａ　　　　　　本体部（非駆動部）
５２ｂ　　　　　　シリンダロッド（駆動部）
６１　　　　　　　タイバー固定部材
７１　　　　　　　流体シリンダ
７１ａ　　　　　　本体部（非駆動部）
７１ｂ　　　　　　シリンダロッド（駆動部）
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